
障害児の支給決定について  

1今回の障害者自立支援法においては、障害児については、  

（1）発達途上にあり時間の経過と共に障害の状態が変化すること、  

（2）乳児期については通常必要となる育児上のケアとの区別が必要なこと   
等検討課題が多く、  

（3）現段階では直ちに使用可能な指標が存在しないこと、  

から、障害程度区分は設けないこととしているが、障害程度区分について  

は今後の検討課題とされているところである。  

2 このため、障害児の支給決定は、現行の取扱いを基本的にしつつ、18  

年10月からの取扱いは次のとおりとする。  

①居宅介準、児童デイサービス、短期入所の申請があった場合、障害の   

種類や程度の把握のために、5領域10項目の調査（別紙1）を行った上   
で支給の要否及び支給量を決定する。  
なお、短期入所については、現行の単価基準に準じて、次のとおり単価   

区分を適用する。  
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短期入所の単価区分  

【区分1】①～④の項目のうち「全介助」が3項目以上又は⑤の項目のうち「ある」が1項目以   
上  

【区分2】（D～④の項目のうち「一部介助」が3項目以上又は⑤の項目のうち「ときどきある」   

が1項目以上  
【区分3】区分1又は2に該当しない児童で、①～⑤のうち「ある」、「ときどきある」、「一部介   

助」又は「全介助」が1項目以上   

②行動援護の申請があった場合、12項目の調査等（別紙2）を行い、障害者の場合と同様、  
10点以上が対象となる。  

③重度障害者等包括支援（概ね15歳以上）については、106項目（障害者の認定調査項目   

と同じ）の調査を行い、市町村審査会に重度障害者等包括支援の対象となることが相当で   

あるかの意見を聴いた上で支給の要否を決定する。  

④重度訪問介護については、15歳以上で、児童福祉法63条の4の規定により児童相談所  
長が重度訪問介護を利用することが適当であると認め、市町村長に通知した場合、障害者   

とみなし、障害者の手続きに沿って支給の要否を決定をする。  
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